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給
特
法
改
正
に
当
た
っ
て
の
地
方
公
務
員
（
教
育
職
員
）
に
関
す
る
質
問
主
意
書 

 

公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
十
四

号
）
（
い
わ
ゆ
る
給
特
法
改
正
案
）
が
今
国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。 

 

地
方
公
務
員
の
働
き
方
改
革
の
観
点
か
ら
、
給
特
法
改
正
案
に
関
連
し
て
、
以
下
、
質
問
す
る
。 

一 

給
特
法
改
正
案
に
お
い
て
は
、
公
立
学
校
教
師
の
勤
務
時
間
外
に
行
う
業
務
の
多
く
が
、
超
過
勤
務
命
令
に
よ
ら
な
い
も

の
で
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
観
点
か
ら
、
「
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
等
に
関

す
る
指
針
の
策
定
等
」
を
規
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
二
〇
年
度
か
ら
は
会
計
年
度
任
用
職
員
制
度
が
開
始
さ
れ

る
が
、
現
行
の
い
わ
ゆ
る
非
常
勤
職
員
（
講
師
）
に
つ
い
て
は
、
超
過
勤
務
は
想
定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
時
間
内
に
業
務
を
終

え
る
よ
う
に
教
育
委
員
会
は
指
導
し
て
い
る
一
方
で
、
多
く
の
非
常
勤
職
員
が
長
時
間
の
超
過
勤
務
を
行
っ
て
い
る
も
の

の
、
雇
用
が
不
安
定
な
の
で
声
を
上
げ
ら
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。
そ
こ
で
、
本
改
正
に
よ
り
新
た
に
規
定
さ
れ

る
指
針
は
会
計
年
度
任
用
職
員
を
も
対
象
と
し
て
い
る
の
か
。
ま
た
、
対
象
と
し
て
い
な
い
場
合
、
非
常
勤
職
員
の
長
時
間

勤
務
を
踏
ま
え
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
正
規
職
員
が
担
っ
て
い
た
勤
務
時
間
外
の
業
務
が
さ
ら
に
会
計
年
度
任
用
職
員
に
押
し
つ

け
ら
れ
る
懸
念
は
な
い
か
。
そ
の
よ
う
な
懸
念
が
あ
る
の
な
ら
、
当
該
指
針
等
に
会
計
年
度
任
用
職
員
も
含
め
る
等
、
手
当
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す
る
必
要
は
な
い
か
。 

二 
文
部
科
学
省
の
行
っ
た
「
平
成
三
十
年
度 

教
育
委
員
会
に
お
け
る
学
校
の
業
務
改
善
の
た
め
の
取
組
状
況
調
査
結
果
」

に
よ
る
と
、
所
管
の
学
校
に
対
し
て
業
務
改
善
方
針
や
計
画
を
策
定
し
て
い
る
教
育
委
員
会
は
、
都
道
府
県
四
十
三
（
九
十

一
．
五
％
）
、
政
令
市
十
七
（
八
十
五
．
〇
％
）
、
市
区
町
村
三
百
五
十
八
（
二
十
．
八
％
）
と
な
っ
て
お
り
、
市
区
町
村

で
の
取
組
を
一
層
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
同
調
査
結
果
で
は
、
「
庶
務
事
務
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
て

い
る
」
と
回
答
し
た
教
育
委
員
会
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
や
政
令
市
は
と
も
に
六
割
程
度
な
の
に
対
し
、
市
区
町
村
は
二
割

程
度
と
な
っ
て
い
る
。
庶
務
事
務
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
中
央
教
育
審
議
会
の
答
申
に
お
い
て
も
学
校
事
務
の
適
正
化
と

事
務
処
理
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
そ
の
導
入
に
言
及
し
て
い
る
。
市
町
村
教
育
委
員
会
が
業
務
改
善
を
進
め
る
た
め
に

は
、
シ
ス
テ
ム
導
入
費
や
業
務
の
外
部
委
託
費
用
な
ど
様
々
な
予
算
が
必
要
と
な
る
が
、
国
庫
支
出
金
や
地
方
交
付
税
措
置

で
財
政
面
を
手
当
て
す
る
必
要
は
な
い
か
。 

三 

地
方
公
務
員
法
に
定
め
る
人
事
委
員
会
の
権
限
と
し
て
は
、
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
研
究
や
地
方
議
会

及
び
長
へ
の
勧
告
な
ど
が
あ
る
（
法
第
八
条
）
。
ま
た
、
同
法
に
お
い
て
は
職
員
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
労
働
基
準
監
督
機

関
と
し
て
の
職
権
を
行
う
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
お
り
（
法
第
五
十
八
条
）
、
当
該
委
員
会
は
、
地
方
公
務
員
た
る
公
立
学
校
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職
員
の
安
全
衛
生
管
理
等
も
調
査
・
監
督
す
る
立
場
に
あ
る
。
現
在
、
公
立
学
校
の
教
育
職
員
の
長
時
間
勤
務
が
問
題
と
な

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
労
働
基
準
監
督
機
関
と
し
て
の
人
事
委
員
会
は
ど
の
よ
う
な
職
務
を
行
っ
て
い
る
の
か
。
ま
た
、
こ

の
問
題
解
決
に
こ
れ
ま
で
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
来
た
の
か
伺
い
た
い
。 

 
 

ま
た
、
教
育
職
員
の
長
時
間
勤
務
の
是
正
の
た
め
、
総
務
省
と
し
て
人
事
委
員
会
に
対
し
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
助
言
を

行
っ
て
い
る
か
。
総
務
省
の
助
言
の
下
、
人
事
委
員
会
の
取
組
に
よ
っ
て
も
長
時
間
労
働
が
是
正
さ
れ
て
い
な
い
理
由
に
つ

い
て
は
、
ど
の
よ
う
に
捉
え
て
い
る
の
か
。
総
務
省
と
し
て
も
、
人
事
委
員
会
に
対
し
、
公
立
学
校
教
員
の
業
務
の
長
時
間

化
の
是
正
に
も
っ
と
積
極
的
に
取
り
組
む
よ
う
、
さ
ら
な
る
助
言
を
行
う
べ
き
だ
と
考
え
る
が
、
如
何
。 

 

右
質
問
す
る
。 


